臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定のための法整備の課題に係る公明党要請の実施について

自治労は、臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定のための法整備の課題について、与野党対策の一環として、10月18日公明党への要請を実施した。公明党の西博義政策調査会会長代理からは、「自治労の要望を受け止め、公明党がリードし、しっかり対応していきたい」と力強い回答があった。

要請の概要、やりとりは以下の通りである。

１．日　時　　2012年10月18日　9：30～10：00

２．場　所　　衆議院第１議員会館　第２会議室

３．出席者　（公明党）

　　　　　　　西　博義　　衆議院議員　政策調査会　会長代理　

　　　　　　　佐藤茂樹　　衆議院議員　政務調査会　会長代理　

古屋範子　　衆議院議員　政務調査会　副会長

稲津　久　　衆議院議員　政務調査会　副会長

荒木清寛　　参議院議員　政務調査会　副会長

山本博司　　参議院議員　総務部会　　副会長

（自治労）

澤田陽子　　副執行委員長

森　伊織　　総合労働局長

伊藤和寿　　政治局長

青木真理子　組織対策局長

太田真一　　組織拡大局長

高橋英津子　自治労臨時・非常勤等職員全国協議会議長（大阪府本部）

４．要請内容　　別紙「要請書」を参照。

５．発言要旨

（西議員）　自治体の臨時・非常勤が増えているが、公務員の体制を確立していくことが大事である。

（澤田副委員長）正規と同じ仕事をしていながら非正規職員は待遇が低い。一番は、いつ解雇されるかわからならいことである。

自治体の正規職員にとって、非正規は隣に座っている仲間である。非正規職員がいるから公共サービスを守っている。

仕事が同じなのに、処遇に違いがある。これには法の壁がある。何とか公明党の皆さんの力を貸していただきたい。

（高橋議長）公共サービスの現場は、正規だけでなく非正規が働いている。図書館、学童保育などでも住民と相談し、企画し、年間の計画、行事もしている。

　来年の更新では、雇用が継続されのかどうかわからない。

私たちは、経験や専門性を活かして、住民サービスをしているが、経験や専門性が雇用や処遇に反映されない。

昇給もない。最低賃金さえ保障されない場合もある。一時金、退職金もない。200万円未満の年間収入がほとんどである。社会保険の適用もない場合がある。

親のすねをかじって生活する非正規も多い。自立して仕事ができるようにしたい。結婚して生活できるような仕事にしなくてはならない。

（太田局長）要請書の説明をさせていただきたい。

一つは、臨時・非常勤等職員に手当支給を認めるよう地方自治法の改正をお願いしたい。８月の参議院・総務委員会では、臨時・非常勤等職員の手当支給に関する自治法改正について議論して頂いたところである。手当を支給してきた自治体では、支給は違法だと訴えられ、裁判となり、手当支給を廃止しているところも出ている。

　二つ目は、民間のパート労働者に適用されているパート労働法の趣旨を、地方自治体にも適用していただきたい。

　三つ目は、いま任期付短時間勤務職員の制度はあるが３年、５年で雇い止めとなる。任期付でなく、任期の定めのない短時間勤務職員を導入していただきたい。総務省でも、任期の定めのない短時間勤務職員制度について、導入した場合の実務上の課題について、都道府県人事担当課から意見を調査し始めている。

（古屋議員）臨時・非常勤等職員の年齢構成はどのようになっているのか。また、女性が多いのか。

社会保険の適用は具体的にどうなっているか。

（高橋議長）年齢は多様であるが、最近は不況の影響で若い方も増えている。

女性は多いが、男性も増えている。

社会保険の加入基準は、法律で勤務時間では正規職員の４分の３程度以上となっており、その勤務時間未満の臨時・非常勤等職員には加入させていない場合が多い。

（森総合労働局長）

社会保険については、公務員の場合、共済制度があるが、（要件から）ほとんどの自治体では臨時・非常勤等職員は共済制度に入っていない。

（稲津議員）非正規職員は増加しているのか。

（高橋議長）正規職員から非正規職員におき代わっている。正規の退職者が出ると、非正規におき代えるという形で増えている。

（稲津議員）職場のベースで、非正規職員が増えているという理解で良いか。

（太田局長）自治労の2012年調査では、2008年調査よりも増えている。

（佐藤議員）臨時・非常勤等職員の課題は、公務の問題と同時に女性の問題でもあると思っている。

集中改革プランで正規職員が減らされたのは、自治体の財政的な問題があった。構造的な問題であり、これを解決しないと根本的には変わらないという面もある。

臨時・非常勤等職員は、組合の形はいろいろあるようだが、自治労の組合なのか。

　要請書に３つの事項があるが、これらの優先順位はどうなのか。

（高橋議長）組合は作られたが、雇い止めなどで入れ替わり、無くなる場合もある。組合は、組合の中に部会を作る場合もある。

（太田局長）優先順位は、まずは手当支給の自治法改正であるが、あわせてパート労働法も重要課題でありお願いしたい。

（古屋議員）臨時・非常勤等職員の方は、働き方に希望はあるのか。

（高橋議長）子育てもあり、短時間を希望される方もいる。どちらにしても、ずっと継続して働きたい、というのが多くの方の希望である。

（西議員）自治体に、派遣従業員は入っているのか。

（高橋局長）保育でも入っている。派遣職員には直接に業務指示ができない。保護者は誰が正規で派遣かはわからず、派遣職員にクレームを言う場合もある。

（西議員）短時間勤務職員制度についてはもろ刃の剣であり、職員のほとんどが正規ではなく短時間勤務職員となる可能性もあるが。

一方で、改正労働契約法が成立し、５年の前に雇い止めされるという話もあるが。

（太田局長）改正労働契約法は、通算５年の反復雇用で有期雇用が無期雇用に転換するが、通算５年に達成の前の段階で雇い止めされるという声もあがっている。これは、民間労働者への適用であるが、公務に影響することも危惧している。そのためには、任期の定めのない短時間勤務職員制度の導入が必要と考える。

（青木局長）私らが自治体の職員に採用された頃は、臨時・非常勤等職員は家計補助として働いていた方も少なくなかったが、今は、若い人が他に就職がなく臨時・非常勤として行政の基幹的労働をしている。社会の流れが変わっているのに、公務の制度はこのままでということにはいかないのではないか。

　一時金も、かつては支払っている自治体も多かったが、財政的に厳しくなり、また法律で支給が制限されているということで支払われないようになっている。

（西議員）本日は、短時間であったが、臨時・非常勤職員の課題の実情を把握できた。先の通常国会では、手当支給の自治法改正法案について、与党から今国会で提案をしたいという話はあったが、すでに通常国会にあがっていた自治法改正法案は議会改革がテーマであったので、総務委員会の理事懇談会で改正趣旨には賛意を示したが、法案を国会でとりあげるという形にはならなかった。今後、自治労の要望を受けとめて、公明党がリードし、しっかり対応していきたい。

＜別紙＞

2012年10月18日

公明党代表　

山口　那津男　様

全日本自治団体労働組合（自治労）

中央執行委員長　　徳永　秀昭　

自治体臨時・非常勤等職員の処遇改善と雇用安定のための

法改正についての要請

　平素から自治労、連合の運動にご理解、ご指導を頂き心より感謝申し上げます。

　さて、自治体の臨時・非常勤職員、嘱託職員は今や60万人で３人に１人が非正規職員となっています。年収は200万以下がほとんどであるため官製ワーキングプアとも言われ、雇い止めに不安を感じながら日々の業務にあたっています。臨時・非常勤等職員の職種は行政事務職のほか保育士、学童指導員、学校給食調理員、看護士、各種相談員、図書館職員、公民館職員など多岐にわたり、その多くの者が恒常的業務に就いています。

しかし、パート労働法、労働契約法などが適用されず、待遇や雇用について保護する制度が整備されていません。民間労働法制と地方公務員制度の狭間で、法の谷間におかれた存在となっています。私どもは、自治体の現場で臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用継続に取り組んでいますが、法制度の壁が大きな障害となっています。

　つきましては、下記事項の早期実現について、要請をいたします。

記

１．臨時・非常勤等職員に期末手当や退職手当の支給を認めていない地方自治法を改正すること。

２．均等・均衡待遇を求めているパートタイム労働法の趣旨を臨時・非常勤等職員に適用させること。

３．臨時・非常勤等職員の処遇改善、雇用安定をはかるため、任期の定めのない短時間勤務職員制度の導入について検討を行うこと。

以上
